
１１１１　　　　総括総括総括総括

((((1111) ) ) ) 人件費人件費人件費人件費のののの状況状況状況状況（（（（普通会計決算普通会計決算普通会計決算普通会計決算））））

((((2222) ) ) ) 職員給与費職員給与費職員給与費職員給与費のののの状況状況状況状況（（（（普通会計決算普通会計決算普通会計決算普通会計決算））））

　　　　　　　

(注) １　職員手当には退職手当を含まない。

２　職員数は、２２年４月１日現在の人数である。

((((3333) ) ) ) 特記事項特記事項特記事項特記事項

 　平成17年12月1日に新設合併しました（二本松市・安達町・岩代町・東和町）ので、合併以前（平成17年度

以前）の実績による給与に関する数値については、記載しておりません。

((((4444) ) ) ) ラスパイレスラスパイレスラスパイレスラスパイレス指数指数指数指数のののの状況状況状況状況（（（（各年各年各年各年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

(注) １　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。

２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

5,898487 1,989,952 2,979,114 6,117726,554

　　　　　千円 千円

262,608

A 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　B

27,554,966

給　 料

1,005,665

区分

16.7

　　　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　千円

61,319

人

給　　　　　与　　　　　費

21年度

職員数

区分 歳 出 額

A

住民基本台帳人口

（21年度末）

二本松市の給与・定員管理等について

（参考）実質収支 人 件 費

B/AB

人件費率

一人当たり

千円 千円

20年度の人件費率

　　　　　　　　　　　％

19.6

（参考）類似団体平均

　　　　　　％

4,594,002

一人当たり給与費給与費　　B/A

21年度

人 千円 千円

(H17)

97.6

(H17)

95.5

(H22)

98.4

(H22)

96.7

(H22)

98.8

90

95

100

105

二本松市 類似団体平均 全国市平均
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２２２２　　　　一般行政職給料表一般行政職給料表一般行政職給料表一般行政職給料表のののの現況現況現況現況（（（（平成平成平成平成２２２２２２２２年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

(注) 給料月額は、給与抑制措置を行う前のものである。

３３３３　　　　職員職員職員職員のののの平均給与月額平均給与月額平均給与月額平均給与月額、、、、初任給等初任給等初任給等初任給等のののの状況状況状況状況

((((1111) ) ) ) 職員職員職員職員のののの平均年齢平均年齢平均年齢平均年齢、、、、平均給料月額及平均給料月額及平均給料月額及平均給料月額及びびびび平均給与月額平均給与月額平均給与月額平均給与月額のののの状況状況状況状況（（（（２２２２２２２２年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職

歳 人

歳 人 歳

歳 人 歳

歳 人 歳

歳 人

歳 人

歳 人

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。（平成19～21年の3ヵ年平均）

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較に当り、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。

※年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員においては前年度に

　 支給された、期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

389,271 円

314,900 362,800 415,100

公　　務　　員

平均給料月額

平均給与月額 平均給与月額

358,484

平均給与月額

229,000 円

参　考

1.42

326,200 372,300

民　　　間

６級

395,666

466,900440,300

― ―

自家用乗用自動車運転手

用務員

2.06202,500 円

（国ベース）

371,482

318,916 円

―

5,230,983 円 1.73

2.40

参　　　考

3,008,200 円

51.5 361

284,514 円

295,951 円

―339,517 円

332,368 円 213,600 円

―

326,810 円

407,294 円

―307,852 円

―

公務員

Ｃ／Ｄ

年収ベース（試算値）の比較

民間

（Ｃ） （Ｄ）

（Ａ）

平均年齢 職員数

51.1

351,293 円

330,225 円

326,345 円

316,850 円

418,458 円357,004 円

30

類似団体

国

49.1

51.6

10

50.6

53.8 5

52

3,955

2,728,500 円

49.3

うち調理員

区　　分

二本松市 ―

うち用務員

うち運転手

Ａ／Ｂ

平均給与月額

（Ｂ）

対応する民間

の類似職種

平均年齢

区　　分

福島県

うち調理員

うち運転手

うち用務員

二本松市

5,194,341 円 3,084,100 円 1.68

6,562,178 円

―― ―

364,400 円

―

―

―

―

1.54

56.7

46.6

53.8

―

――

―

9

387,032 円

322,291 円―

328,513 円318,154 円

１号給の

給料月額

最高号給の

給料月額

247,900

２級

325,579 　－41.9

417,201

平均給与月額

385,401

５級１級

43.8

国

43.7

188,900

399,900

226,700

344,900

平均給料月額

338,389

137,900

４級

（単位 ： 円）

３級 ７級

調理士

（国ベース）

376,207

266,400 294,300

43.8

二本松市

福島県

383,940類似団体 331,740

区　分 平均年齢
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　　　③小・中学校（幼稚園）教育職

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

(注) １　「平均給料月額」とは、２２年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての諸手

　当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。

　　 また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が含ま

　れていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものである。

３　平均年齢は１０進法により算出している。

((((2222) ) ) ) 職員職員職員職員のののの初任給初任給初任給初任給のののの状況状況状況状況（（（（２２２２２２２２年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

円 円 円

円 円 円

円 円

円 円

円 円

円

((((3333) ) ) ) 職員職員職員職員のののの経験年数別経験年数別経験年数別経験年数別・・・・学歴別平均給料月額学歴別平均給料月額学歴別平均給料月額学歴別平均給料月額のののの状況状況状況状況（（（（２２２２２２２２年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

円 円 円

円 円

円

平均年齢 平均給与月額

393,073

区　　分 平均給料月額

364,203二本松市 48.5

42.6類似団体

福島県 45.1 391,700

315,305 339,335

139,800

二 本 松 市区　　　分

142,500

137,900

技能労務職

中　学　卒

－

－

140,100

124,700

172,200

155,250

307,640

在職者なし

在職者なし在職者なし 327,600

262,100

181,800

国福　島　県

在職者なし

146,900

在職者なし

336,728

－

－

経験年数20年

在職者なし

在職者なし

在職者なし

269,000

中　学　卒

一般行政職

技能労務職

在職者なし

300,500

在職者なし

在職者なし

高　校　卒

大　学　卒

155,400

経験年数15年区　　分 経験年数10年

小・中学校

（幼稚園）教育職

175,100 203,100

－

大　学　卒

大　学　卒

高　校　卒

434,838

高　校　卒

短　大　卒

175,100

一般行政職

高　校　卒

小・中学校

（幼稚園）教育職

大　学　卒

在職者なし短　大　卒
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４４４４　　　　一般行政職一般行政職一般行政職一般行政職のののの級別職員数等級別職員数等級別職員数等級別職員数等のののの状況状況状況状況

((((1111) ) ) ) 一般行政職一般行政職一般行政職一般行政職のののの級別職員数級別職員数級別職員数級別職員数のののの状況状況状況状況（（（（２２２２２２２２年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

(注) １　二本松市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

５５５５　　　　職員職員職員職員のののの手当手当手当手当のののの状況状況状況状況

((((1111) ) ) ) 期末手当期末手当期末手当期末手当・・・・勤勉手当勤勉手当勤勉手当勤勉手当

千円 千円

（21年度支給割合） （21年度支給割合） （21年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・ 役職加算 5～20％ ・ 役職加算 5～20％ ・ 役職加算 5～20％

・ 管理職加算 15～25％ ・ 管理職加算 10～25％

(注) (  　　)内は、再任用職員に係る支給割合である。

23.0  ％　

1.50

1,714

0.70

2.65

1.50

3.4  ％　12  人　

標 準 的 な 職 務 内 容 職員数

1.40

12  人　

　主任主事、主任技師、主任保育士、主任保健師、主任看護師、主任栄養士、

　主任歯科衛生士又は主任教諭の職務

47.7  ％　170  人　

福　島　県

2.75

1.45

1.402.65

3.4  ％　

1,491

0.63

６　級

82  人　

62  人　 17.4  ％　

　１　参事の職務

　２　職務の内容及び責任の程度がこれと同等と認められる職務

５　級

　１　課長、室長、住民センター所長又は主幹の職務

　２　議会の事務局の次長の職務

　３　教育委員会の事務局の課長又は公民館長の職務

　４　行政委員会（教育委員会を除く。以下同じ。）の事務局の長の職務

　５　職務の内容及び責任の程度がこれらと同等と認められる職務

　１　部長、支所長、福祉事務所長又は首席参事の職務

　２　議会の事務局の長の職務

　３　教育委員会の事務局の教育部長の職務

2.0  ％　7  人　

11  人　

１人当たり平均支給額（21年度）

　１　主査の職務

　２　職務の内容及び責任の程度がこれと同等と認められる職務

二　本　松　市

１人当たり平均支給額（21年度） －

国

3.1  ％　

　１　主任主査又は係長の職務

　２　出先機関（住民センター及び公民館を除く。）の長の職務

　３　職務の内容及び責任の程度がこれらと同等と認められる職務

４　級

７　級

構成比

1.40

0.70

３　級

区　分

　主事、技師、保育士、保健師、看護師、栄養士、歯科衛生士又は教諭の職務１　級

２　級

１級, 3.4%

２級, 3.4%

３級, 47.7%

４級, 23.0%

５級, 17.4%

６級, 2.0%

７級, 3.1%

１級, 1.1%２級, 5.4%

３級, 44.2%

４級, 24.4%

５級, 17.1%

６級, 4.6%

７級, 3.2%

１級, 0.4%２級, 5.7%

３級, 17.5%

４級, 17.5%

５級, 11.6%

６級, 30.0%

７級, 11.1%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成22年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比

９級, 2.3%

８級, 3.9%
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((((2222) ) ) ) 退職手当退職手当退職手当退職手当（（（（２２２２２２２２年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（2％～20％加算） （2％～20％加算）

千円 千円

(注) 退職手当の１人当たり平均支給額は、21年度に退職した職員に支給された平均額である。

((((3333) ) ) ) 特殊勤務手当特殊勤務手当特殊勤務手当特殊勤務手当（（（（２２２２２２２２年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

千円

円

％

種類

((((4444) ) ) ) 時間外勤務手当時間外勤務手当時間外勤務手当時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

((((5555) ) ) ) そのそのそのその他他他他のののの手当手当手当手当（（（（２２２２２２２２年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

扶養手当

通勤手当

徒歩により通勤するものとした場合の

距離が2km以上で

①交通機関を利用し運賃等を負担して

いる職員

②自動車等により通勤している職員

【支給額】

①運賃相当額（58,000円を超えた場合

は、超える額の1/2を加算）

②2,000円～53,500円（月額）

住居手当

異なる

同じ

11,640

借家等に居住し、月額9,500円を超える

家賃を支払っている職員

【支給額】

上限27,000円

扶養親族のある職員

【支給額】

１名につき6,500円～13,000円（月額）

（21年度決算）

11,640,000

41.34 41.34

（支給率）

59.28

自己都合

59.28

支給実績（21年度決算）

59.28

（支給率）

223,810　円　

23,038　千円　

34,100　千円　

1

980,000　円

95,992　円　

85,894　円　

内容及び支給単価

支給職員１人当たり平均支給年額（21年度決算）

国

勧奨・定年

23.50

自己都合 勧奨・定年

0.2

支給要件

の下限額

運賃相当

額が58,000

円超の場

合、超える

額の1/2を

加算

（県準拠）

異なる

47.50

職員全体に占める手当支給職員の割合（21年度）

手　当　名

支給実績

左記職員に対する支給単価

52,794

105

142

支給職員１人当たり

手当の種類（手当数）

69,316

国民健康保険診療所に勤務す

る医師

職員１人当たり平均支給年額（20年度決算）

支給実績（20年度決算）

国の制度

診療業務

手当の名称

33.50

30.55

平均支給年額

（月額）

（21年度決算）との異同

国の制度と

－ 61,324　千円　

異なる内容

主な支給対象職員

国民健康保険診療所

医師診療手当

59.28

１人当たり平均支給額 25,020

47.50

33.50

26,555

59.28

59.28

二　本　松　市

23.50 30.55

職員１人当たり平均支給年額（21年度決算）

主な支給対象業務

支給実績（21年度決算）
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※(5) その他の手当の続き

６６６６　　　　特別職特別職特別職特別職のののの報酬等報酬等報酬等報酬等のののの状況状況状況状況（（（（２２２２２２２２年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

円 円

（ 円 ）

円 円

（ 円 ）

円 円

円 円

円 円

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

円 任期毎

円 任期毎

(注) １　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。                         

２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     

　勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 

副 市 長

議 員

議 長

議 長

市 長

市 長 679,000

　　（21年度支給割合）

給料月額×在職月数×48/100

970,000

658,750

（参考）類似団体における最高／最低額

円　／

3.05

822,000

445,000

給 料 月 額 等

国の基準

を基本に、

各職階ごと

の金額を

算出

異なる管理職手当

1,014,000

手　当　名

775,000

305,000

　　（21年度支給割合）

395,000

401,500

支給実績

250,000円　／

399,600

支給職員１人当たり

平均支給年額（21年度決算）

円　／

市 長

副 市 長

議 員

副 議 長

3.05

給料月額×在職月数×29/100

375,000

退

職

手

当

備　　　　考

副 市 長

期

末

手

当

報

酬

給

料

副 議 長

240,000

－

国の制度と

53,863　千円　

503,000

円　／457,000

国の制度

との異同内容及び支給単価

区　　分

寒冷地手当

管理又は監督の地位にある職員の職

のうち規則で指定する職にある職員

【支給額】

給料月額の100分の25を超えない範囲

（4級第4種48,900円～7級第1種77,900

円）

基準日（毎年11月から翌年3月までの

各月の初日）において、規則で定める

公署及び区域に在勤する職員

【支給額】

基準日における公署、区域の区分及び

職員の世帯等の区分に応じた定額

（21年度決算）

異なる内容

549,622　円　

15,644,160

同じ

543,000 円　／

9,169,800

62,765　円　5,084　千円　
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７７７７　　　　職員数職員数職員数職員数のののの状況状況状況状況

((((1111) ) ) ) 部門別職員数部門別職員数部門別職員数部門別職員数のののの状況状況状況状況とととと主主主主なななな増減理由増減理由増減理由増減理由 （各年４月１日現在）

区　分 

 部　門

…

… 観光部門職員配置による増

…

…

… 衛生関連職員配置による増

人

人）

人

人）

… 業務縮小による減

人

(注) １　職員数は一般職に属する職員数である。

２　[     ]内は、条例定数の合計である。

((((2222) ) ) ) 年齢別職員構成年齢別職員構成年齢別職員構成年齢別職員構成のののの状況状況状況状況（（（（２２２２２２２２年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

人人

54

392  

23  24  

～

87

～

48歳40歳

37

平成22年

554  

～ ～ ～

86  

1  

▲ 12  

61  

▲ 1  

▲ 5  387  

43歳

50

55歳51歳47歳

82

人 人

50

人人

0

人人

職員数

100

人

7

人

区　分

未満

～

20歳 20歳

23歳

32歳 36歳

27歳

▲ 18  

24歳 28歳

31歳 35歳 39歳

44歳

　合　　　計

[            656 ]

21  21  

0  

67  

0  

572  

[            656 ]

　公

　営

　企会

　業計

　等部

　 　門

病 院

交 通

水 道

教育部門

0  

－

▲ 1  

505  

4  4  

0  

79.58

0  

＜参考＞

0  

小 計

そ の 他

12  

66  

29  

13  

29  

下 水 道

▲ 1  

▲ 17  

0  

0  0  0  

488  

消防部門

小　計

101  113  

1  

40  0  

85  

19  18  

40  

1  

▲ 7  

一

般

行

政

部

門

議　会

衛　生

民　生

計

32  

普

通

会

計

部

門

120  

60  

農　水

商　工

総　務

税　務

土　木

127  

32  

6  6  

対前年

増減数

職　員　数

平成21年

0  

支所住民関連部門統合整理等による減

主な増減理由

56歳

支所民生関連部門統合整理等による減

道路維持管理部門職員配置による増

（類似団体の人口１万人当たり職員数 65.51

民間委託及び幼稚園退職者不補充による減

～

＜参考＞

52歳

人口１万人当たり職員数

計

～～

[        － ]

60歳

90.35

以上

～

94

59歳

82

人人 人

553

63.11人口１万人当たり職員数

＜参考＞

88.52（類似団体の人口１万人当たり職員数

人口１万人当たり職員数

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18%

20 20 24 28 32 36 40 44 48 52 56 60

歳 ～～～～～～～～～～
歳

未 23 27 31 35 39 43 47 51 55 59 以

満 上
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((((3333) ) ) ) 職員数職員数職員数職員数のののの推移推移推移推移

(注) １　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数（各年４月１日現在）

２　平成１７年の数値は、合併前の旧団体の合計職員数

過去５年間

の増減数（率）

0.0

△ 24.6

0

△ 72 △ 15.7

△ 33

△ 122

△ 17.7

△ 1766

△ 18.0554

△ 20.5

△ 105488

（単位 ： 人 ・ ％）

平成２２年

101

387

134

521568 552

403439

593

平成１９年

67

00 000 0

644

76

505

392429

平成２０年

118

消　防

総合計

公営企業等会計計

普通会計計

平成１８年

676

83

123 113

69

平成２１年

589 572

68

一般行政 459

　　　　　　　　　　　年度

　部門別

平成１７年

教　育 129

621
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８８８８　　　　公営企業職員公営企業職員公営企業職員公営企業職員のののの状況状況状況状況

((((1111) ) ) ) 水道事業水道事業水道事業水道事業

  　 ① ① ① ① 職員給与費職員給与費職員給与費職員給与費のののの状況状況状況状況

ア　決算

　（参考）

　　　　　　　

(注) １　職員手当には退職給与金を含まない。

２　職員数は、２２年３月３１日現在の人数である。

イ　 特記事項

　 特になし

② ② ② ② 職員職員職員職員のののの基本給基本給基本給基本給、、、、平均月収額及平均月収額及平均月収額及平均月収額及びびびび平均年齢平均年齢平均年齢平均年齢のののの状況状況状況状況（（（（２２２２２２２２年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

(注) １　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

２　全国平均とは、全国各市町村の平均である。

 ③ ③ ③ ③ 職員職員職員職員のののの手当手当手当手当のののの状況状況状況状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円 千円

（21年度支給割合） （21年度支給割合）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・ 役職加算 5～20％ ・ 役職加算 5～20％

(注) (　　　)内は、再任用職員に係る支給割合である。

2.65 1.40

366,719

1.40

21年度

67,943 

1.50 0.631.50 0.63

2.65

1,437

職員手当

12.2 12.5 100,079 

％

める職員給与費比率

千円　　　　　千円 千円

一人当たり

千円

6,781 24,445 100,079 5,887 

（参考）市町村平均

期末・勤勉手当 給与費　　B/A 一人当たり給与費計　　BA 給　 料

B

平 均 年 齢

全国平均

－

45.6

１人当たり平均支給額（21年度）

事 業 者

純損益又は実

490,588

千円 ％

職員給与費

区　　　分 平均月収額

102,974 

千円

総費用に占める

20年度の総費用に占

給　　　　　与　　　　　費

質収支

基 本 給

職員給与費比率

B/A

区分 総費用

43.3二本松市

546,495

－

342,843

1,491

一般行政職　（二本松市）

１人当たり平均支給額（21年度）

水道事業　（二本松市）

職員数

818,119 

区分

　　　　千円

A

21年度

17 7,691 

人 千円 千円
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イ　退職手当（２２年４月１日現在）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（2％～20％加算） （2％～20％加算）

千円 千円 千円 千円

(注) 退職手当の１人当たり平均支給額は、21年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

(注) 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

エ　その他の手当（２２年４月１日現在）

手　当　名

41.34

扶養手当

扶養親族のある職員

【支給額】

１名につき6,500円～13,000円（月額）

１人当たり平均支給額

47.50

住居手当

59.28

0

同じ

１人当たり平均支給額

－

水道事業　（二本松市）

支給職員１人当たり

平均支給年額

（21年度決算）

一般行政職　（二本松市）

30.55

勧奨・定年

23.50

33.50 41.34

－

勧奨・定年

－

自己都合

47.50

支給実績

（21年度決算）

23.50 30.55

（支給率）

一般行政

職の制度

との異同

59.28

通勤手当

徒歩により通勤するものとした場合の距離が

2km以上で

①交通機関を利用し運賃等を負担している

職員

②自動車等により通勤している職員

【支給額】

①運賃相当額（58,000円を超えた場合は、超

える額の1/2を加算）

②2,000円～53,500円（月額）

同じ

借家等に居住し、月額9,500円を超える家賃

を支払っている職員

【支給額】

上限27,000円

同じ

寒冷地手当

基準日（毎年11月から翌年3月までの各月の

初日）において、規則で定める公署及び区域

に在勤する職員

【支給額】

基準日における公署、区域の区分及び職員

の世帯等の区分に応じた定額

同じ －

管理職手当

管理又は監督の地位にある職員の職のうち

規則で指定する職にある職員

【支給額】

給料月額の100分の25を超えない範囲

（4級第4種48,900円～7級第1種77,900円）

同じ －

59.28

149

175

2,548

26,555

2,984

25,020

59.28

59.28

（支給率）

一般行政職

の制度と異

なる内容

内容及び支給単価

職員１人当たり平均支給年額（20年度決算）

職員１人当たり平均支給年額（21年度決算）

支給実績（20年度決算）

33.50

25,156

59.28

自己都合

支給実績（21年度決算）

52,833　円　

1,326　千円　 663,000　円　

0　千円　 0　円　

1,997　千円　 199,700　円　

751　千円　 125,167　円　

634　千円　
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((((2222) ) ) ) 下水道事業下水道事業下水道事業下水道事業

  　 ① ① ① ① 職員給与費職員給与費職員給与費職員給与費のののの状況状況状況状況

ア　決算

　（参考）

　　　　　　　

(注) １　職員手当には退職給与金を含まない。

２　職員数は、２２年３月３１日現在の人数である。

イ　 特記事項

　 特になし

② ② ② ② 職員職員職員職員のののの基本給基本給基本給基本給、、、、平均月収額及平均月収額及平均月収額及平均月収額及びびびび平均年齢平均年齢平均年齢平均年齢のののの状況状況状況状況（（（（２２２２２２２２年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

(注) １　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

２　全国平均とは、全国各市町村の平均である。

 ③ ③ ③ ③ 職員職員職員職員のののの手当手当手当手当のののの状況状況状況状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円 千円

（21年度支給割合） （21年度支給割合）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・ 役職加算 5～20％ ・ 役職加算 5～20％

(注) (　　　)内は、再任用職員に係る支給割合である。

総費用に占める

20年度の総費用に占

区分 総費用 純損益又は実 職員給与費

める職員給与費比率

質収支

A B B/A

職員給与費比率

21年度

　　　　千円 千円 千円

職員数 給　　　　　与　　　　　費 一人当たり

％ ％

602,019 0 58,725 9.75 9.12 

（参考）市町村平均

A 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 計　　B 給与費　　B/A 一人当たり給与費

区分

21年度

人 千円 千円

9 40,248 3,644 

　　　　　千円 千円 千円 千円

14,833 58,725 6,525 6,793 

区　　　分 平 均 年 齢 基 本 給 平均月収額

二本松市 47.9 386,203 543,750

全国平均 44.6 363,354 544,269

事 業 者 － －

下水道事業　（二本松市） 一般行政職　（二本松市）

１人当たり平均支給額（21年度） １人当たり平均支給額（21年度）

1,648 1,491

2.65 1.40 2.65 1.40

1.50 0.63 1.50 0.63
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イ　退職手当（２２年４月１日現在）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（2％～20％加算） （2％～20％加算）

千円 千円 千円 千円

(注) 退職手当の１人当たり平均支給額は、21年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

(注) 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

エ　その他の手当（２２年４月１日現在）

支給実績

（21度決算）

支給職員１人当たり

平均支給年額

（21年度決算）

1,462　千円　

下水道事業　（二本松市） 一般行政職　（二本松市）

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

23.50 30.55 23.50 30.55

59.28

33.50 41.34 33.50 41.34

47.50

寒冷地手当

基準日（毎年11月から翌年3月までの各月の

初日）において、規則で定める公署及び区域

に在勤する職員

【支給額】

基準日における公署、区域の区分及び職員

の世帯等の区分に応じた定額

同じ －

625,000　円　

0　千円　 0　円　

243,667　円　

404　千円　 80,800　円　

862　千円　 107,750　円　

625　千円　－

同じ

同じ －

管理又は監督の地位にある職員の職のうち

規則で指定する職にある職員

【支給額】

給料月額の100分の25を超えない範囲

（4級第4種48,900円～7級第1種77,900円）

同じ管理職手当

－同じ

通勤手当

徒歩により通勤するものとした場合の距離が

2km以上で

①交通機関を利用し運賃等を負担している

職員

②自動車等により通勤している職員

【支給額】

①運賃相当額（58,000円を超えた場合は、超

える額の1/2を加算）

②2,000円～53,500円（月額）

扶養手当

扶養親族のある職員

【支給額】

１名につき6,500円～13,000円（月額）

住居手当

借家等に居住し、月額9,500円を超える家賃

を支払っている職員

【支給額】

上限27,000円

－

支給実績（21年度決算） 291

１人当たり平均支給額 0 0 １人当たり平均支給額

59.28 47.50

25,020

59.28 59.28

26,555

59.28 59.28

職員１人当たり平均支給年額（21年度決算）

44

一般行政

職の制度

との異同

一般行政職

の制度と異

なる内容

支給実績（20年度決算）

32

357

職員１人当たり平均支給年額（20年度決算）

手　当　名 内容及び支給単価
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